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本検討は，久慈港海岸防波堤をはじめとする東北地方整備局管内の港湾および海岸の鉄筋コン

クリート構造物を対象とし，構造物の長寿命化対策手法のうち，特に海中での適用性が高いと考

えられる「電着工法」について，対策効果の検証及び現地での適用性について検討した． 
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1. はじめに 

港湾及び海岸の鉄筋コンクリート構造物は，厳しい

塩害環境下におかれるため，塩害による鉄筋腐食が生

じやすく，コンクリート構造物の耐久性を低下させる

恐れがある．また，アルカリ骨材反応による劣化や，

すりへり，損傷，化学的侵食による構造物の性能低下

が生じる可能性も考えられる． 

これらの劣化作用による性能低

下に対して構造物の長寿命化を図

るためには，維持管理計画に則り，

予防保全的または事後保全的に構

造物の維持管理を実施する必要が

ある．このことは沿岸域の構造物す

べてに当てはまるが，海中に位置す

る構造物でも同様である． 

土木学会「表面保護工法設計施工

指針(案)」1)には，表-1が示されて

おり，表面被覆，断面修復ともに，

海中部では「△：適用する場合に検

討が必要」とある．これまで表面被

覆工法等が適用された構造物は，大

気中に位置する部位がほとんどで

あり，常時水中に位置する部位の施

工事例は少ない． 

一方で，鉄筋コンクリート構造物

の長寿命化対策手法の一つとして

「電着工法」がある．電着工法は，

図-1に示すように，海水等を介して

仮設陽極と鉄筋間に電流を通電す

ると，水中に存在する電解質イオン

(Ca2+や Mg2+)が陰極(－)の鉄筋側に

移動し，ひび割れ部やコンクリート

表層部に無機物として析出するこ

とを利用して，ひび割れの閉塞やコンクリートの緻密

化を図り耐久性を向上させることを目的とした工法で

ある． 

しかし，海中のコンクリート構造物への電着工法適

用実績は，約20年前に松山港で実施された試験工事１

件のみである 3)．松山の試験施工では，電着工法の有

用性が確認されているものの，施工方法や効果等につ

有機系 無機系
○ ○ ○ ○ ○

海洋大気中部 ○ ○ ○ ○ ○
飛沫帯部 △ △ △ △ △

※1

干満帯部 △ △ △ △ △
※1

海中部 △ - - △ -
潜伏期 ○ ○ ○ - -
進展期 ○ ○ △ ○ ○
加速期 - - - ○ ○
劣化期 - - - ○ ○

新設構造物 ○ ○ △ - -
表中の○は適用の対象，△は適用する場合に検討が必要，-は適用の対象外を示す．
※１：下地乾燥が困難なため，有機系表面被覆材を使用する場合は材料選定などの検討が必要
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表-1 塩害に対する表面保護工法の適用範囲 

  
ひび割れに充

填される 

表層の細孔部

を緻密化 
＋－ 

図-1 電着工法概要図 
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いて明確とは言えない点がある． 供試体の製作部材としては，防波堤ケーソンの部材と

して通常用いられている材料を使用している．陸上で新

規に製作した供試体に陽極および電線ケーブル等を接

続してから海中に設置し，所定期間通電したあと，陸上

に引き上げ，目視観察，コア抜き，コアによる各種試験

および電着物成分分析等を行った．通電期間は２か月と

した． 

ここでは，久慈港の防波堤を模擬した供試体による

現地試験結果により，ひび割れの修復性，塩化物イオ

ンの侵入に対する抵抗性等のデータを取得・分析し，

「電着工法」の対策効果の検証を行った． 

2. 現地試験内容 

供試体は久慈港内最奥部の岸壁前面の海底（水深約

9m）に設置した．設置箇所は，港内のため波浪の穏や

かな箇所である． 

2.1 概要 

析出面を50cm×50cmとした供試体を８体製作し，そ

のうちの７体に電着工法を適用した．１体については比

較のため，無通電の供試体とした．図-2 に現地試験の

イメージ図を示す． 

2.2 供試体寸法 

港湾構造物の海側鉄筋かぶりは 7cm 程度であるため，

それに合わせて供試体厚を 15cm とし中心に鉄筋を格

子状に配置した．鉄筋ピッチおよび鉄筋径は，対象と

している一般的な港湾構造物に合わせて，SD345のD16

を 100mm 間隔とした．また，析出面を有する部材の真

向かいに陽極取り付け用のコンクリート部材を配置し

た構造とした．供試体の基本寸法を図-3に示す．陽極

設置部材と析出面との離隔距離は表-2 に示す通りで，

供試体No.2～4，No.6およびNo.7は50cmとし，供試

体No.5とNo.8では100cmとしている． 

 
析出面以外はエポキシ樹脂を塗布して電気的に絶縁

状態としている． 

図-2 電着工法現地試験供試体イメージ  
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図-3 供試体基本寸法図 
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表-2 試験パラメータ 

項目 単位

供試体番号 1 2 3 4 5 6 7 8

ひび割れの有無 - 有り 無し 有り 有り 有り 無し 無し

陽極タイプ - 面型 面型 棒型 面型 面型 面型 棒型

陽極と壁面の離隔 ｃｍ - 50 50 50 100 50 50 100

電流密度 A/m2 - 0.5 0.5 0.5 0.5 0.75 0.5 0.75

打ち継ぎ目の有無 - 無し 無し 無し 無し 無し 有り 無し

供試体製作仕様
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2.3 供試体と試験パラメータ 

電着工法の効果に影響を与えると考えられる以下に

示す項目に対する影響や変化を確認するため，表-2に

示すとおり試験パラメータを設定した． 
・ひび割れの有無や打継目の有無による影響 
・電流密度の違いによる析出量や析出成分の変化 
・陽極の形状や離隔距離による電流密度の均一性 

 

なお，供試体へのひび割れ導入は，テフロンシート

を使用して行った．鉄筋位置（かぶり7cm）までテフロ

ンシートを挿入し平均0.8mmのひび割れを作製した． 
供試体No.8は，陽極を棒状にして離隔距離を多くと

った上で，電流密度を上げたものであり，最もコスト

縮減効果が見込める試験ケースとして実施した． 

3. 現地試験結果による対策効果の検証 

3.1 供試体目視調査および電着物付着量調査 

電着物付着量調査の計測結果を表-3に，析出状況を

写真-1と図-4に示す． 

表層部への析出状況については，供試体No.1（無体

策）と比較して，表層部への析出が認められた．コン

クリート表面の析出物は，ひび割れの上下での差はな

く，ひび割れがない供試体でも均一に析出していた． 

また，ひび割れ部への析出状況については，供試体

No.2とNo.3の析出状況を比較することや，他の供試体

の状況をみても，ひび割れ部への優先的な析出状況が

顕著であった．事後保全への適用性が高いと考えられ

る． 

表-3 電着物付着量調査結果 

表面への
盛り上がり

コア内部
観察

No.2
基本
(ひび割れあり)

0.26
0.0～2.1
(最大2.2)

1.5～2.1

No.3 ひび割れなし 0.24 － －

No.4 棒状陽極 0.3 0 0.0～1.0

No.5
離隔距離
100cm

0.43
0.0～2.7

（最大5.0）
0.6～1.0

No.6
電流密度

0.75A/m2 0.35
1.2～4.0
(最大5.7)

1.0～2.0

No.7 打ち継ぎ目あり 0.27 － －

No.8

棒状
100cm

0.75A/m2
0.68 － －

仕様

ひび割れ部への析出厚
(mm)供試体

番号

電着物質
の厚さ
（ｍｍ）

 

また設計施工指針1)において，Ca/Mg比約1.5以上の

ものが耐久性の高い析出物とされていることから，表

-4に示す試験結果のとおり耐久性の高い析出物が付着

したと考えられる． 

写真-1 供試体No.2（基本）の析出状況 
 

 

 

 

充填され

た析出物 
作製した

ひび割れ 

数mmは析出物なし 

図-4 ひび割れ部への析出状況 
 

表-4 電着物組成試験結果 

Mg(OH)2 CaCO3

No.2              9.3            80.1              8.6

No.3            10.8            78.7              7.3

No.4              8.1            80.8            10.0

No.5              9.0            82.3              9.1

No.6            12.0            78.0              6.5

No.7              9.7            81.6              8.4

No.8            12.7            78.0              6.1

供試体
番号

含有率 (%)
CaCO3

/ Mg(OH)2

 

3.2 EPMA分析 

EPMA（Electron Probe Micro Analyzer）分析により，

コンクリート表面からの Cl-の侵入度合いで電着工法

の効果を把握した． 

図-5は，供試体No.1とNo.8の塩化物イオンの侵入

範囲を示したものである．供試体No.1では，表面から

約19mmまでの範囲において，試料内部方向に向かって

濃度が低くなる傾向を示したが，供試体 No.8 では約

13mmまでの範囲におさまっており，塩化物イオンの侵

入が抑制されていることが分かった． 

- 39 - 



沿岸技術研究センター論文集 No.11(2011) 
 

- 40 - 

 

 
図-5 EPMA分析結果 

（上図:供試体No.1，下図:供試体No.8） 

4. 結果 

4.1 ひび割れおよび打継目の有無 

ひび割れ部に析出部が優先的に析出する結果が得ら

れたことから，事後保全への適用性が高いと考えられ

る．ひび割れ部では，コンクリート表面から内側の数

mmの位置から表へ向かって析出していると観察され，

鉄筋位置付近から細孔径が充填されるものではなかっ

たことが従来の結果と異なった．自然なひび割れは表

面から内側に徐々に狭くなるが，本実験でのひび割れ

は幅が一定なので，このような現象が起きたとも考え

られる．今後，検討する必要がある． 

4.2 陽極のタイプ 

面状陽極と棒状陽極では，コンクリート表面の析出

厚にほとんど差はなかった．通電時の電位分布および

海中での電位分布が，本試験の範囲内において両者と

もにほぼ均一であったことが原因と考えられる． 

4.3 陽極と壁面の離隔距離 

本試験の範囲内では，海水の抵抗が小さいことによ

り離隔距離による大きな影響はないと考えられる． 

4.4 電流密度 

電流密度 0.75A/m2で通電した供試体では，コンクリ

ート表面の電着物付着量および，ひび割れ部への析出

厚は，電流密度0.5A/m2と比較して明らかに多く，電流

密度を大きくすることにより析出物が多くなることが

確認できた．また，Ca/Mg 比の結果からも電流密度

0.75A/m2に上げた供試体においても Ca/Mg 比が高く，

耐久性の高い析出物と考えられる．本試験の範囲内で

は電流密度0.75A/m2が望ましいと考えられる．さらに，

これ以上の電流密度でも，Ca/Mg比が1.5以上の緻密な

電着物が析出すると予想されるので，今後実験等で確

認することが望まれる． 

19mm 

4.5 供試体No.8について 

本試験の範囲内では，棒状陽極，離隔距離100cm，電

流密度 0.75A/m2であるコスト縮減効果を考えた供試体

No.8においても，均一で耐久性の高い析出物が得られ

た． 
13mm

4.6 事後保全的な対策としての適用 

ひび割れ部のような弱点となる部位に，優先的に析

出することが確認できた．目に見える有害なひび割れ

から視認できない微細なひび割れまで，ひび割れ内部

を析出物で充填できれば，ひび割れ部からの劣化因子

の侵入を抑制できると考えられ，耐久性を十分向上で

きると言える． 

4.7 予防保全的な対策としての適用 

電着工法による表面コーティングが目視観察で認め

られた．これにより既設構造物における健全部の耐久

性向上効果が期待できると考えられる． 
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